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第２回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

平成２７年３月２日提出 

Ⅰ 件数   ５１件  

【内訳】議案 ５０件 （条例関係１４件、予算関係２９件、その他７件） 
    報告  １件 
 

Ⅱ 議案の要旨  

≪条例関係≫  

議案第１４号 南相馬市行政手続条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  行政手続法の一部改正を踏まえ、同法で新たに規定された処分等の求めの手続等

を規定するため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 概要 

  行政手続法改正では、法令に違反する事実の是正のための処分又は行政指導を求

めることができる「処分等の求め」の手続や、法律の要件に適合しない行政指導の

中止等を求めることができる「行政指導の中止等の求め」の手続が新設されたこと

を踏まえ、法改正と同じ内容を条例に盛り込むため改正するもの。 

 

２ 改正内容 

① 行政指導の根拠等の明示（第３３条関係） 
   行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、行政機関が許認可等をする

権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使し得る旨を示すときは、その相

手方に対して、当該権限を行使し得る根拠を示さなければならないことを定める

もの。 

② 行政指導の中止等の求め（第３４条の２関係） 
   法律又は条例に基づく行政指導を受けた者が、行政指導が法律又は条例の要件

に適合しないと思う場合に、行政に再考を求める申出を定めるもの。 
③ 処分等の求め（第３４条の３関係） 

   市民が、法令違反をしている事実を発見した場合に、行政に対し適正な権限行

使を促すための手続を定めるもの。 
 
３ 施行日 平成２７年４月１日 

 

４ 南相馬市税条例の一部改正 
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  南相馬市行政手続条例の一部改正により、条項移動が生じることから当該条例の

条項を引用している南相馬市税条例第６条の２を改正するもの。 

 

議案第１５号 
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の

一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正に伴い、

南相馬方部障がい程度判定審査会の名称を変更するため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 概要 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正におい

て、障害者等の障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的

な支援の度合を総合的に示す「障害程度区分」が「障害支援区分」に変更されたこ

とを受け改正をするもの。 

 

２ 改正内容（別表関係） 

 【改正前】               【改正後】 

 南相馬方部障がい程度判定審査会 ⇒ 南相馬方部障がい支援区分判定審査会 

 
３ 施行日 平成２７年４月１日 

 

議案第１６号 
南相馬市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

【趣旨】 

  平成２６年福島県人事委員会勧告に準じて、一般職員等の給与等について総合的

見直しを行うため、必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 月例給の改正（第３条関係及び附則第８項関係） 

（１） 給料表（第３条関係） 

  世代間の給与配分を見直し、及び民間給与との均衡を重視した改定を行うもの。 

① 行政職給料表（一）について、平均改定率０．４８％の引き下げ（高齢層は 

 引き下げ、若年層は引き上げ）。 

② 医療職給料表（二）及び（三）、特定任期付職員給料表、技能労務職給料表 

について、行政職給料表との均衡を基本に改定（医療職給料表（一）は医師

確保の観点から引き下げをしない。）。 
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③ 再任用職員についても引き下げを行う。 

④ ５５歳を超える管理職給料等の０．９％減額措置を平成３２年３月３１日で 

廃止。 

（２） 経過措置（附則第８項関係） 

  給料表改定による激変緩和を措置するため、平成２７年４月１日から平成３２ 
年３月３１日までの間、差額支給（現給保障）を行うもの。 

２ 地域手当（第１１条の２関係） 

地域手当の支給割合の上限を引き上げるもの。 

    【改正前】      【改正後】 

       １００分の１８  ⇒  １００分の２０ 

（平成２７年度においては、東京都の区域に勤務する職員への支給割合を１００分

の１６から１００分の１８に引き上げ。） 

 

３ 単身赴任手当（第１２条の２関係） 

  民間の支給実態等を考慮し、基礎額及び加算額を段階的に引き上げるもの。 

 （１）基礎額 

    ２３，０００円から３０，０００円に引き上げ 

   （平成２７年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は２６，０００円） 

（２） 加算額 

現行の交通距離の区分を２区分増設し、上限額４５，０００円を５８，００ 
０円に引き上げる。（今後段階的に最大７０，０００円まで引き上げ予定。） 

交通距離 改定後 改正前 

100ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上300ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 改定なし 6,000円 

300ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上500ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 13,000円 12,000円 

500ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上700ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 20,000円 18,000円 

700ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上900ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 26,000円 24,000円 

900ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上1,100ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 33,000円 30,000円 

1,100ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上1,300ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 38,000円 35,000円 

1,300ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上1,500ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 43,000円 40,000円 

1,500ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上2,000ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 48,000円 45,000円 

2,000ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上2,500ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満 53,000円 なし   

2,500ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上 58,000円 なし   

 

４ 管理職特別勤務手当（第２０条の２関係） 

（１）内容 

   現在、管理職が災害への対応などのために、臨時、緊急の必要によりやむを得
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ず週休日等に勤務した場合に管理職特別勤務手当を支給しているが、平日の深夜

（午前０時～午前５時）に勤務した場合にも手当を支給するもの。 

（２）支給額 

  平日の深夜の勤務1回につき上限４,０００円の範囲内で規則で定める額 

 

５ 施行日 平成２７年４月１日 

 

６ 関係条例の改正 

（１） 南相馬市職員の退職手当に関する条例の一部改正 

給料月額を算定基礎とする退職手当については、給料引き下げに伴い支給水 
準が低下することから、その低下を抑制し、退職手当の水準を維持するため、

退職前の職責（５年分）に応じて加算する「調整額」を増額改定するもの。 
区 分 改正後 改正前 

第１号区分 ５９，５５０円 ４５，８５０円 

第２号区分 ５４，１５０円 ４１，７００円 

第３号区分 ４３，３５０円 ３３，３５０円 

第４号区分 ３２，５００円 ２５，０００円 

第５号区分 ２７，１００円 ２０，８５０円 

第６号区分 ２１，７００円 １６，７００円 

第７号区分 ０円 ０円 

 
（２） 南相馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

給料表改正に併せて、任期付職員の給与表を改正するもの。 
号級 改正後 改正前 

１ ３８０，０００円 ３８３，０００円 

２ ４３０，０００円 ４３３，０００円 

３ ４８３，０００円 ４８７，０００円 

４ ５４６，０００円 ５５１，０００円 

５ ６２３，０００円 ６２８，０００円 

６ ７２８，０００円 ７３５，０００円 

７ ８５２，０００円 ８６０，０００円 

 

 

議案第１７号 南相馬市行政財産使用料条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

道路法施行令の一部改正に伴い、同令に準じて定めている使用料を改めるため、
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必要な改正を行うもの。 

【主な内容】 

１ 土地を次の用途に使用する場合の使用料の改正（別表関係） 

① 水道管、下水道管、ガス管、地下ケーブル等の管類を布設するために使用す
る場合 

区 分 年間使用料 

外 径 改正後 改正前 

0.07m未満 13円/m 21円/m 

0.07m以上0.1m未満 19円/m 30円/m 

0.1m以上0.15m未満 29円/m 45円/m 

0.15m以上0.2m未満 38円/m 60円/m 

0.2m以上0.3m未満 57円/m 90円/m 

0.3m以上0.4m未満 76円/m 120円/m 

0.4m以上0.7m未満 130円/m 210円/m 

0.7m以上1.0m未満 190円/m 300円/m 

1.0m以上 380円/m 600円/m 

 
  ② 掲示板、広告板等を設置するために使用する場合 
   

改 正 後 改 正 前 

年間使用料 表示面積１㎡につき 

1,100円 

年間使用料 表示面積１㎡につき 

2,000円 

 

２ 施行日 平成２７年４月１日 
 

議案第１８号 南相馬市宅地造成事業特別会計条例制定について 

【趣旨】 

  宅地造成事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、新たに条例を制定する

もの。 
 
【主な内容】 

１ 事業概要 

本事業では、原町区大木戸地区に住宅用地（５９区画、開発面積：約３５，００

０㎡）を整備し、分譲するもの。 
（平均分譲面積：４０５㎡／区画、平均提供想定価格：１３，８８０千円／区画） 
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２ 制定概要 

定める項目 条 内  容 

設置 第１条 
宅地造成事業の円滑な運営とその経理の適正を図るため、南

相馬市宅地造成事業特別会計を設置する。 

歳入及び歳出 第２条 

この会計においては、宅地造成事業収入、一般会計からの繰

入金、借入金及び附属諸収入をもって歳入とし、宅地造成事

業費、借入金の償還金及びその他の諸支出をもって歳出とす

る。 

 
３ 施行日 平成２７年４月１日  

 

議案第１９号 

南相馬市東日本大震災等による被災者に対する国民健康保険税及

び介護保険料の減免に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

【趣旨】 

東日本大震災等による被災者に対する平成２７年度の国民健康保険税及び介護保

険料の負担軽減を図るため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 国民健康保険税の減免（第３条関係）及び介護保険料の減免（第４条関係） 

 

 

減免適用年・月 

改正後 改正前 

① 避難指示等対象地域及
び上位所得層を除く旧

緊急時避難準備区域等 

平成27年4月 

～平成28年3月 

平成26年4月 

～平成27年3月 

② 旧緊急時避難準備区域
等のうち平成２６年度

中に指定が解除された

特定避難勧奨地点及び

旧避難指示解除準備区

域（田村市及び川内村の

一部）の上位所得層 

平成27年4月 

～平成27年9月 

平成26年4月 

～平成27年3月 

③ 避難指示等対象地域以
外の被災区域 

平成27年4月 

～平成28年3月 

平成26年4月 

～平成27年3月 

④ 上記①②③以外の地域 減免なし 減免なし 

  ※旧緊急時避難準備区域等とは、旧緊急時避難準備区域、既に指定が解除された

特定避難勧奨地点（ホットスポット）、平成２６年度中に指定が解除された特定

区 分 
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避難勧奨地点及び旧避難指示解除準備区域（田村市及び川内村の一部）の区域

をいう。 

  ※上位所得層 【国保】 高額療養費算定基準所得額の世帯合算額が600万円を超 

            える世帯 

         【介護】 国において高額療養費の上位所得の判定基準を参考に設 

            定被保険者個人の合計所得金額633万円以上を基準 

  ※②の上位所得層のうち、③の減免基準（家屋の全半壊等）の対象となる場合は、

③に移行して減免となる。 

 

 ≪参考：保険税（料）対象者及び減免額等≫ 

区 分 国民健康保険税 介護保険料 

避難指示等対象

地域及び上位所

得層を除く旧緊

急時避難準備区

域等 

対象人数   16,628人 対象人数 16,092人 

減免額 1,275,114,000円 減免額 1,095,241,000円 

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金（7/10） 

892,580,000円

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金(9/10) 

985,716,900円 

特別調整交付金(3/10)

382,534,000円

特別調整交付金(1/10) 

109,524,100円 

 

旧緊急時避難準

備区域等のうち

平成２６年度中

に指定が解除さ

れた特定避難勧

奨地点及び旧避

難指示解除準備

区域の上位所得

層 

対象人数 41人 対象人数 0人 

減免額 5,525,000円 減免額 0円 

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金(7/10)

3,868,000円 

 

減免額の

費用負担 

災害臨時特例補助金(9/10) 

0円 

特別調整交付金(3/10) 

1,657,000円 

特別調整交付金(1/10) 

0円 

 

避難指示等対象

地域以外の被災

区域 

対象人数 703人 対象人数 400人 

減免額 53,909,000円 減免額 25,843,600円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(8/10) 

43,127,000円 

 

減免額の

費用負担 

特別調整交付金(8/10) 

20,674,880円 

県負担(1/10) 

 5,391,000円 

市負担(1/10) 

 5,391,000円 

市負担(2/10) 

 5,168,720円 

※市負担の財源は、一

般会計からの繰入 

 

２ 施行日 平成２７年４月１日 
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議案第２０号 
南相馬市原子力災害による被災者に対する市税の減免に関する条

例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

原子力災害による被災者に対する平成２７年度の固定資産税及び軽自動車税の負

担軽減を図るため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 固定資産税（第３条関係） 

（１） 旧緊急時避難準備区域及びその他の区域（３０Ｋｍ圏外）の土地及び家屋 

 旧緊急時避難準備区域及びその他の区域（３０ｋｍ圏外）の土地及び家屋につ 

いては、市民の生活状況や農地の使用状況等を考慮し、平成２７年度についても

２分の１の減免措置を適用させるもの。 

原子力災害による 
避 難 区 域 等 

避難指示 
２ ７ 年 度 
固定資産税 

根拠法令等 

居住困難 

区域 

（帰還困難区域） 

継続（見込） 課税免除 地方税法 （居住制限区域） 

避難指示解除準備区域 

旧緊急時避難準備区域 
なし ２分の１減免 市税減免条例 その他の区域 

（３０ｋｍ圏外） 

 

（２） 旧特定避難勧奨地点の土地及び家屋 

   特定避難勧奨地点に指定されていた世帯の全員が避難している場合、居住用家
屋とその敷地に係る固定資産税を全額減免とするもの。なお、避難していない場
合は２分の１減免。 

指定 
世帯全員の避難の 

有無 
２７年度 
固定資産税 

根拠法令等 

解除 
有り 全額減免 

市税減免条例 
無し ２分の１減免 

  

（３） 償却資産 

  帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域で使用できない償却資 

産を全額減免するもの。 

原子力災害による 

避 難 区 域 等 

使用又は 

使用見込 

２７年度 

固定資産税 
根拠法令等 

居住困難区域及び 

避難指示解除準備区域 

無し 減免 市税減免条例 

有り 課税 地方税法 
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２ 軽自動車税（第５条関係） 

  平成２７年４月１日の賦課期日時点に、帰還困難区域内に放置された原動機付自

転車、軽自動車、小型特殊自動車及び２輪の小型自動車に係る軽自動車税の減免を

平成２７年度においても適用させるもの。 

要 件 対象車両 
２７年度 

軽自動車税 
根拠法令等 

平成２７年４月１日の

賦課期日時点に帰還困

難区域内に放置 

・原動機付自転車 

・軽自動車 

・小型特殊自動車 

・２輪の小型自動車 

減 免 市税減免条例 

 

３ 施行日 公布の日 

 

４ 南相馬市税条例の一部改正 

  固定資産税の減免措置に伴い、固定資産税の納期を改正するもの。 

区分 改正後 改正前 

第１期 ７月１日から７月３１日まで ４月１日から４月３０日まで 

第２期 ９月１日から９月３０日まで ７月１日から７月３１日まで 

 

 

議案第２１号 
南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額等に関する条例制定について 

【趣旨】 

  子ども・子育て支援法の制定に伴い、南相馬市における特定教育・保育施設及び

特定地域型保育事業の利用者負担額を定めるため、新たに条例を制定するもの。 

 

【主な内容】 

１ 利用者負担の考え方 

子ども・子育て支援法における利用者負担については、世帯の所得の状況その他

の事情を勘案して定めることとされており、現行の幼稚園・保育所の利用者負担の

水準を基に国が定める水準を限度として市が定めるもの。 

① 幼稚園（１号認定）の利用者負担額 
・１号認定の利用者負担額は、市立・私立の区別なく統一。 

・ただし、市立幼稚園在園者の中で新制度の移行により利用者負担額が高くな

る場合は、激変緩和措置を２年間講じる。 

② 保育園（２号認定・３号認定）の利用者負担額 
・現行の保育料を上限額とし、保育短時間認定を受けた子どもは、保育標準時

間認定を受けた子どもの１．７％減額した額とする。 



Ｈ27.3.2 傍聴者用資料 

10 

 

２ 幼稚園・保育園（所）の利用者負担額の変更点 

区 分 利用者負担月額（現行） 利用者負担月額（新制度） 

幼稚園 

公立 
市町村が定める額 
（一律 4,500円/月） 
※入園料は徴収していない。 

国の基準額を上限に利用世帯の市

民税（所得割）額の状況により市

が定める。（0円~15,000円/月） 

私立 
各幼稚園が定める額 
（14,980円～17,000円/月） 
※入園料は別に徴収する。 

国の基準額を上限に利用世帯の市

民税（所得割）額の状況により市

が定める。（0円~15,000円/月） 
※新制度に移行する幼稚園授業料のみ 

保育園 
公立 国の基準額を上限に利用世帯

の所得額の状況により市が定

める額（0円~48,500円/月） 

国の基準額を上限に利用世帯の市

民税（所得割）額の状況により市

が定める。0円~48,500円/月） 私立 

 
３．幼稚園・保育園（所）への財政措置の変更点 

区 分 財政措置（現行） 財政措置（新制度） 

幼稚園 

公立 無し（一般財源） 無し（一般財源） 

私立 
・私学助成金（国・県） 
・就園奨励費（国・市） 
・振興事業補助金（市） 

・施設型給付費（国・県・市） 
※新制度に移行する幼稚園のみ（私学助

成金や就園奨励費は措置されない。） 

保育園 
公立 無し 無し 

私立 ・保育所運営費（国・県・市） ・施設型給付費（国・県・市） 
○認定こども園、幼稚園及び保育園を通じた共通の給付である「施設型給付費」を創

設し、教育保育を一体的な制度とし、総合的に推進していく。 
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４ 教育標準時間認定（１号認定）の利用者負担額（第３条関係） 

① 新制度における幼稚園の利用者負担額は、国で定める基準を限度として市が定
める。 

② 国は、現行の利用者負担の水準を基本として設定。 
③ 推定年収は、国同様夫婦（片働き）と子供２人世帯の大まかな目安で設定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国が定める利用者負担額（円） 市が定める利用者負担額（円） 
推定年収 

階層区分 徴収月額 階層区分 徴収月額 

①生活保護世帯 0 ①生活保護世帯 0  

②市民税非課税世帯 3,000 ②市民税非課税世帯 1,000  

③所得割課税額 

77,100円以下の世帯 
16,100 

③均等割額のみ 3,500  

④所得割課税額 

 40,000円以下の世帯 
4,500 ～200万円 

⑤所得割課税額 

40,001円以上 

60,000円以下の世帯 

6,800 
200万円 

 ～257万円 

⑥所得割課税額 

60,001円以上 

77,100円以下の世帯 

9,000 
257万円 

 ～360万円 

④所得割課税額 

211,200円以下の 

世帯 

20,500 

⑦所得割課税額 

77,101円以上 

122,000円以下の世帯 

10,000 
360万円 

 ～420万円 

⑧所得割課税額 

122,001円以上 

173,000円以下の世帯 

11,000 
420万円 

 ～540万円 

⑨所得割課税額 

173,001円以上 

211,200円以下の世帯 

12,000 
540万円 

 ～680万円 

⑤所得割課税額 

211,201円以上の 

世帯 

25,700 
⑩所得割課税額 

 211,201円以上の世帯 
15,000 680万円～ 
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５ 保育認定（２号認定・３歳以上児）の利用者負担額（第３条関係） 

① 保育園の利用者負担額は、現在所得税額に基づき階層区分を設定しているが、新制度では市民税額を基に階層区分を設定。 
② 推定年収は、国同様、夫婦共働きと子供２人世帯の大まかな目安で設定。 

市の保育料（現行） 国が設定した負担上限額（新制度） 市の保育料（新制度） 

階層区分 
徴収月額 

（ ）は3歳児月額 
階層区分 

徴収月額 
階層区分 

徴収月額 推定 

年収 標準時間 短時間 標準時間 短時間 

①生活保護世帯 0 （0） ①生活保護世帯 0 0 ①生活保護世帯 0 0  

②市民税非課税世帯 2,400 （2,400） ②市民税非課税世帯 6,000 6,000 ②市民税非課税世帯 2,400 2,400  

③均等割額のみの世帯 9,100 （9,100） 
③所得割課税額 

48,600円未満 
16,500 16,300 

③均等割額のみ 9,100 8,900  

④所得割のある世帯 12,200 （12,200） 
④所得割課税額 

61,000円未満 
12,200 12,000 ～370万円 

⑤所得税額 

20,000円未満の世帯 17,500 （17,500） 

④所得割課税額 

97,000円未満 
27,000 26,600 

⑤所得割課税額 

61,000円以上 

73,000円未満の世帯 

17,500 17,200 
370万円 

～404万円 

⑥所得税額 

20,000円以上 

40,000円未満の世帯 

21,600 （21,600） 

⑥所得割課税額 

73,000円以上 

97,000円未満の世帯 

21,600 21,200 
404万円 

～470万円 

⑦所得税額 

40,000円以上 

70,000円未満の世帯 

22,630 （27,560） 

⑤所得割課税額 

169,000円未満 
41,500 40,900 

⑦所得割課税額 

97,000円以上 

133,000円未満の世帯 

22,630 22,200 
470万円 

～557万円 

⑧所得税額 

70,000円以上 

103,000円未満の世帯 

22,630 （27,560） 

⑧所得割課税額 

133,000円以上 

169,000円未満の世帯 

22,630 22,200 
557万円 

～643万円 
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⑨所得税額 

103,000円以上 

413,000円未満の世帯 

22,630 （27,560） 
⑥所得割課税額 

301,000円未満 
58,000 57,100 

⑨所得割課税額 

169,000円以上 

301,000円未満の世帯 

22,630 22,200 
643万円 

～934万円 

⑩所得税額 

413,000円以上の世帯 
22,630 （27,560） 

⑦所得割課税額 

397,000円未満 
77,000 75,800 

⑩所得割課税額 

301,000円以上の世帯 
27,560 27,000 934万円 ～ 

⑧所得割課税額 

397,000円以上 
101,000 99,400 

 
６ 保育認定（３号認定・３歳未満児）の利用者負担額（第３条関係） 

市の保育料（現行） 国が設定した負担上限額（新制度） 市の保育料（新制度） 

階層区分 徴収月額 階層区分 
徴収月額 

階層区分 
徴収月額 推定 

年収 標準時間 短時間 標準時間 短時間 

①生活保護世帯 0 ①生活保護世帯 0 0 ①生活保護世帯 0 0  

②市民税非課税世帯 3,600 ②市民税非課税世帯 9,000 9,000 ②市民税非課税世帯 3,600 3,600  

③均等割額のみの世帯 13,400 
③所得割課税額 

48,600円未満 
19,500 19,300 

③均等割額のみ 13,400 13,100  

④所得割のある世帯 15,600 
④所得割課税額 

61,000円未満 
15,600 15,300 ～370万円 

⑤所得税額 

20,000円未満の世帯 21,300 

④所得割課税額 

97,000円未満 
30,000 29,600 

⑤所得割課税額 

61,000円以上 

73,000円未満の世帯 

21,300 20,900 
370万円 

～404万円 

⑥所得税額 

20,000円以上 

40,000円未満の世帯 

24,000 

⑥所得割課税額 

73,000円以上 

97,000円未満の世帯 

24,000 23,500 
404万円 

～470万円 
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⑦所得税額 

40,000円以上 

70,000円未満の世帯 

35,600 

⑤所得割課税額 

169,000円未満 
44,500 43,900 

⑦所得割課税額 

97,000円以上 

133,000円未満の世帯 

35,600 34,900 
470万円 

～557万円 

⑧所得税額 

70,000円以上 

103,000円未満の世帯 

35,600 

⑧所得割課税額 

133,000円以上 

169,000円未満の世帯 

35,600 34,900 
557万円 

～643万円 

⑨所得税額 

103,000円以上 

413,000円未満の世帯 

44,500 
⑥所得割課税額 

301,000円未満 
61,000 60,100 

⑨所得割課税額 

169,000円以上 

301,000円未満の世帯 

44,500 43,700 
643万円 

～934万円 

⑩所得税額 

413,000円以上の世帯 
48,500 

⑦所得割課税額 

397,000円未満 
80,000 78,800 

⑩所得割課税額 

301,000円以上の世帯 
48,500 47,600 934万円～ 

⑧所得割課税額 

397,000円以上 
104,000 102,400 

７ 施行日 平成２７年４月１日 

８ 利用者負担額の特例（附則第２項関係） 

  市内に住所を有し、南相馬市における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業を利用する児童の平成２７年度の利用者負担額は無

料とするもの。 

９ 市立幼稚園に入園していた園児の利用者負担額の特例（附則第３項関係） 

  平成２６年度、市立幼稚園に入園していた園児で、引き続き市立幼稚園に通園する園児の利用者負担額が、第５層から第１０階層まで

に該当する場合は、平成２７年４月から平成２９年３月までの間、第４階層とするもの。 

１０ 南相馬市幼稚園条例の一部改正（附則第４項関係） 

  授業料等の規定が、南相馬市特定教育・保育施設及び特定地域保育事業の利用者負担等に関する条例に盛り込まれることから南相馬市

幼稚園条例の一部を改正するもの。
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議案第２２号 
南相馬市深井戸の無償貸付及び譲与に関する条例制定につ

いて 

【趣旨】 

福島再生加速化交付金を活用して市が整備する深井戸の無償貸付及び譲与に関し

必要な事項を定めるため、新たに条例を制定するもの。 
 
【主な内容】 

１ 概要 

  既存の井戸水等が使用できない市民に対し、市が深井戸を掘削し、給水施設を無

償で貸付するもの。 

  

２ 制定内容 

定める項目 条・項 内   容 

趣旨 第１条 
市が小高区内に整備する深井戸を市民に無償で貸し付け、又

は譲与することに関し、必要な事項を定める。 

貸付期間 第５条 
深井戸の貸付期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省

令別表第１及び別表第２に定める耐用年数の期間内とする。 

深井戸の返還 第６条 

① 貸付期間が満了したとき 

② 転居したとき 

③ 水道の普及により深井戸を使用しなくなったとき 

損害賠償等 第７条 
深井戸を故意又は過失により損傷又は亡失したときは自己の

責任で修理又は賠償 

深井戸の譲与 第９条 契約期間終了後、譲与できる。 

 

２ 施行日 平成２７年４月１日 

 

議案第２３号 南相馬市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

平成２７年度から平成２９年度までにおける新たな保険料率の設定及び介護保険

法の改正により予防給付の訪問介護及び通所介護が地域支援事業に移行するため、

必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 介護保険料の改正 
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（１）介護保険料率の改定（第４条関係） 

平成２７年度から平成２９年度までの第１号被保険者（６５歳以上の方）の新た

な保険料率を定める。 

 

（２）保険料負担額の軽減（附則第６項関係） 

   介護保険料引き上げに伴う保険料負担額の軽減を図るため、平成２７年度にお

ける介護保険料について、減免等の対象とならない者に対し、第４期保険料と同額

になるよう軽減措置を設ける。 

○保険料段階別の保険料金額及び基準額に対する割合 

段  階 （ 対 象 者 ） 
基準額に 

対する 

割合 

第６期 
保険料 

（参考） 
第５期 
保険料 

（参考） 
第４期 
保険料 

第１段階 

○ 生活保護を受けている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で 

老齢福祉年金を受けている人 

○ 世帯全員が市民税非課税で、 

本人の合計所得金額＋課税年金収入額が

80万円以下の人 

基準額 
×0.50 

2,831円 2,361円 1,550円 

第２段階 

○ 世帯全員が市民税非課税で、 

前年の本人の合計所得金額＋課税年金収

入額が80万円超120万円以下の人 

基準額 
×0.75 

4,246円 2,975円 
第５期 

新 設 

第３段階 
○ 世帯全員が市民税非課税であって、 

前年の本人の合計所得金額＋課税年金収
入額が120万円超の人 

基準額 
×0.75 

4,246円 3,542円 2,325円 

第４段階 

○ 本人が市民税非課税の人であって、 

（世帯内に市民税課税者がいる場合） 

前年の本人の合計所得金額＋課税年金収

入額が80万円以下の人 

基準額 
×0.90 

5,095円 3,919円 2,573円 

第５段階 
（基準） 

○ 本人が市民税非課税の人であって、 

（世帯内に市民税課税者がいる場合） 

前年の本人の合計所得金額＋課税年金収

入額が80万円超の人 

基準額 
×1.00 

5,662円 4,722円 3,100円 

第６段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が 

120万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額
の適用により非保護者となるもの 

基準額 
×1.20 

6,794円 5,100円 3,348円 

第７段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が 

120万円以上190万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額
の適用により非保護者となるもの 

基準額 
×1.30 

7,360円 5,903円 3,875円 

第８段階 

ア 本人が市民税課税で合計所得金額が 

190万円以上290万円未満の人 

イ 本人が要保護者であって、当該段階の額
の適用により非保護者となるもの 

基準額 
×1.50 

8,493円 7,083円 4,650円 

第９段階 
○ 本人が市民税課税で合計所得金額が 

290万円以上の人 

基準額 
×1.70 

9,625円 8,264円 5,425円 
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２ 新しい総合事業について 

（１） 制度概要 

介護保険法の改正により、新しい介護予防・日常生活支援総合事業（以下「新 

しい総合事業」という。）は、要支援者等の高齢者の多様な生活支援ニーズに対応

するため、従来の介護予防給付として提供されていた介護予防訪問介護及び介護

予防通所介護を、地域の実情に応じて、市町村が効果的かつ効率的に実施ができ

る地域支援事業へと移行する仕組みとされる。 

 

（２）新総合事業等の実施猶予の規定（附則第１０項～附則第１３項関係） 

   介護保険法の改正では、新しい総合事業、医療・介護連携の推進、生活支援 

サービスの充実、認知症施策の推進については、平成２７年４月から施行され 

るが、新しい総合事業への円滑な移行のための準備期間が必要なこと等を踏ま 

え、市町村において条例で定める場合には、実施時期を猶予することができる 

ことから、条例に規定するもの。 

 

３ 施行日 平成２７年４月１日 

 

 

議案第２４号 
南相馬市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定につい

て 

【趣旨】 

道路法施行令の一部改正に伴い、同令に準じて定めている占用料を改めるため、

必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正理由 

（１）道路占用料の額の算定及び適正な額の見直し 

    現行の道路占用料は、平成２１年度の地価水準を算定の基礎とした道路法施

行令に準じたものであるが、今回の改正は平成２４年度の地価水準による見直

しに伴い道路法施行令が改正されたことに準じ、条例の改正を行うもの。 

 
２ 改正内容（別表関係） 

⑴ 道路法（以下「法」という。）第３２条第１項第１号に掲げる工作物 

占 用 物 件 
年間使用料 

改正後 改正前 

第１種電柱 360円/本 560円/本 
第２種電柱 550円/本 860円/本 
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第３種電柱 740円/本 1,200円/本 
第１種電話柱 320円/本 500円/本 
第２種電話柱 510円/本 800円/本 
第３種電話柱 700円/本 1,100円/本 
その他の柱類 32円/本 50円/本 
共架電線その他上空に設ける線類 3円/m 5円/m 
地下に設ける電線その他の線類 2円/m 3円/m 
路上に設ける変圧器 310円/個 490円/個 
地下に設ける変圧器 190円/㎡ 300円/㎡ 
変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所 
640円/個 1,000円/個 

郵便差出箱及び信書便差出箱 270円/個 420円/個 
広告塔 1,100円/㎡ 2,000円/㎡ 
その他のもの 640円/㎡ 1,000円/㎡ 

⑵ 法第３２条第１項第２号に掲げる物件 

区 分 
改正後 改正前 

年間使用料 年間使用料 

0.07m未満 13円/m 21円/m 
0.07m以上0.1m未満 19円/m 30円/m 
0.1m以上0.15m未満 29円/m 45円/m 
0.15m以上0.2m未満 38円/m 60円/m 
0.2m以上0.3m未満 57円/m 90円/m 
0.3m以上0.4m未満 76円/m 120円/m 
0.4m以上0.7m未満 130円/m 210円/m 
0.7m以上1.0m未満 190円/m 300円/m
1.0m以上 380円/m 600円/m 

⑶ 法第３２条第１項第３号及び第４号に掲げる施設 

 
 
 

⑷ 法第３２条第１項第５号に掲げる施設 

占 用 物 件 
年間使用料（㎡） 

改正後 改正前 

上空に設ける通路 530円 1,000円 

地下に設ける通路 320円 610円 

その他のもの 640円 1,000円 

年間使用料 

改正後 改正前 
640円/㎡ 1,100円/㎡ 
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⑸ 法第３２条第１項第６号に掲げる施設 

占 用 物 件 
使用料（㎡） 

改正後 改正前 

祭礼、縁日その他の催しに際し一

時的に設けるもの 
11円/日 20円/日 

その他のもの 110円/月 200円/月 

⑹ 道路法施行令（以下「政令」という。）第７条第１号に掲げる物件 

占 用 物 件 
使用料 

改正後 改正前 

看板（アーチで

あるものを除

く。） 

一時的に設けるも

の 
月 110円/㎡ 月 200円/㎡ 

その他のもの 年1,100円/㎡ 年2,000円/㎡ 

標識 年 510円/本 年800円/本 

旗ざお 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

日  11円/本 日  20円/本 

その他のもの 月 110円/本 月 200円/本 

幕（政令第７条

第２号に掲げ

る工事用施設

であるものを

除く。） 

祭礼、縁日その他

の催しに際し、一

時的に設けるもの 

日  11円/㎡ 日  20円/㎡ 

その他のもの 月 110円/㎡ 月 200円/㎡ 

アーチ 

車道を横断するも

の 
月1,100円/基 月2,000円/基 

その他のもの 月530円/基 月1,000円/基 

⑺ 政令第７条第２号に掲げる工作物 

使用料 

改正後 改正前 

月 640円/㎡ 月 1,000円/㎡ 

⑻ 政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第５号に掲げる工事用材料 

使用料 

改正後 改正前 

月 110円/㎡ 月 200円/㎡ 

 



Ｈ27.3.2 傍聴者用資料 

20 

⑼ 政令第７条第６号に掲げる及び同条第７号に掲げる工事用材料 

使用料 

改正後 改正前 

月 64円/㎡ 月 100円/㎡ 

 政令第７条第８号に掲げる施設 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上

又は高架の道

路の路面下に

設けるもの 

Ａに0.017を乗じて得た額 Ａに0.016を乗じて得た額 

 ※Ａ：近傍類似の土地の時価（以下同じ） 

 政令第７条第９号に掲げる施設 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

建築物 Ａに0.017を乗じて得た額 Ａに0.016を乗じて得た額 

その他のもの Ａに0.012を乗じて得た額 Ａに0.011を乗じて得た額 

 政令第７条第１０号に掲げる施設及び自動車駐車場 

占用物件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

その他のもの Ａに0.012を乗じて得た額 Ａに0.011を乗じて得た額 

 政令第７条第１１号に掲げる応急仮設建築物 

占 用 物 件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上又は高架

の道路の路面下に設け

るもの 

Ａに 0.017を乗じて得た

額 

Ａに 0.016を乗じて得

た額 

 

   政令第７条第１３号に掲げる施設 

占 用 物 件 
年間占用料（㎡） 

改正後 改正前 

トンネルの上又は高速

自動車国道若しくは自

動車専用道路（高架の

Ａに 0.017を乗じて得た

額 

Ａに 0.016を乗じて得

た額 
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ものに限る。）の路面下

に設けるもの 

２ 施行日 平成２７年４月１日 

 

議案第２５号 
南相馬市水産業共同利用施設設置条例の一部を改正する条例制定

について 

【趣旨】 

 水産業共同利用施設に新たに施設を加えるため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

  新たに加える４施設の名称・位置、利用時間、利用料金を規定するもの。 

 （１）施設の名称、位置及び利用時間（第２条及び第５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 利用料金（第２３条関係） 

施設名 区 分 利用料金 

作業保管（漁具倉庫）施設 １部屋当たり 年額 １６，７５０円 

作業保管（作業場）施設 

総トン数３トン未満 年額 ２２，９７０円 

総トン数３トン以上５トン未満 年額 ２９，０７０円 

総トン数５トン以上 年額 ３５，２３０円 

水産物鮮度保持施設 
氷２０キログラム当たり ２００円 

（氷１０キログラム増すごとに１００円を加算） 

水産物荷さばき施設 荷さばき所 年額 ９８，８００円 

 

２ 施行日  

① 公布の日（作業保管（漁具倉庫）施設） 
② 平成２７年９月１日（作業保管（作業場）施設、水産物鮮度保持施設、水産 
          物荷さばき施設） 

名 称 位 置 利用時間 

南相馬市作業保管

（漁具倉庫）施設 
南相馬市鹿島区烏崎字牛島６００番地 

午前零時から

午後１２時ま

で 

南相馬市作業保管

（作業場）施設 
南相馬市鹿島区烏崎字牛島１６２番地 

南相馬市水産物鮮

度保持施設 
南相馬市鹿島区烏崎字牛島２４８番地 

南相馬市水産物荷

さばき施設 
南相馬市鹿島区烏崎字牛島３５５番地１ 
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議案第２６号 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例制定について 

【趣旨】 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、教育長が常勤の特別

職職員として位置付けられることなどに伴い、関係条例の必要な改正を行うもの。 
 
【主な内容】 

１ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正 

（１） 趣旨 

教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政における責 
任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との連携の強化を図るとともに、 
地方に対する国の関与の見直しを図るため、地方教育行政制度の改革を行うもの。 

（２）概要 

① 教育行政の責任の明確化 

○教育委員長と教育長を一本化した新たな責任者（新「教育長」）の設置。 
○教育長が、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表する。 
○教育長の任期は３年（委員は４年）。 
○教育長は、首長が議会の同意を得て、直接任命・罷免する。 
○教育委員から教育長に対し、教育委員会会議の招集を求めることができる。また、

教育長は、委任された事務の執行状況を教育委員会に報告する。 
②総合教育会議の設置、大綱の策定 

○首長は、総合教育会議を設ける。会議は、首長が招集し、首長及び教育委員会によ

って構成される。 
○首長は、総合教育会議において、教育委員会と協議し、教育基本法第１７条に規定

する基本的な方針を参酌して、教育の振興に関する施策の大綱を策定する。 
○総合教育会議では、大綱の策定、教育条件の整備等重点的に講ずべき施策、緊急の

場合に講ずべき措置について協議・調整を行う。調整された事項については、構成

員は調整の結果を尊重しなければならない。 
③国の地方公共団体への関与の見直し 

○いじめによる自殺の防止等、児童、生徒等の生命又は身体への被害の拡大又は発生

を防止する緊急の必要がある場合に、文部科学大臣が教育委員会に対して指示でき

ることを明確化するため、是正の指示に関する規定を見直す。 
④その他 

○総合教育会議及び教育委員会の会議の議事録を作成し、公表するよう努めなければ

ならない。 
○現在の教育長は、委員としての任期満了まで従前の例により在職する。 
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２ 改正の内容 

（１） 教育長の服務関係 

① 職務専念義務の免除に関する改正 

現行の教育長は、一般職として位置付けられていたため、地方公務員法第３ 
５条により職務専念義務が課されていたが、特別職となったことで同条の適用

から外れる。一方、新たな教育長の職務専念義務が地方教育行政の組織及び運

営に関する法律第１１条第５項に規定されたことから、条例により職務専念義

務の特例（免除）を設けるため、次の条例を改正するもの。  
【南相馬市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例の一部改正】 

改正後 改正前 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和25

年法律第 261号）第 35条及び地方教育行政

の組織及び運営に関する法律（昭和 31年法

律第162号）第11条第５項の規定に基づき、

職員の職務に専念する義務の特例に関し必

要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和

25年法律第261号）第35条の規定に基づ

き、職員の職務に専念する義務の特例に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 
（２） 教育長の身分関係 

① 特別職への変更に伴う改正 

新たな教育長は、首長が議会の同意を得て任命する職として特別職の身分を 
有するため、次の条例を改正するもの。 

【南相馬市附属機関設置条例の一部改正】 
改正後 改正前 

別表 

名称 担任する事項 定数 任期 

南 相 馬

市 特 別

職 報 酬

等 審 議

会 

議員報酬及び政務活

動費の額並びに市長、

副市長、教育長及び固

定資産評価員の給料

の額について審議す

ること。 

10人 当該

諮問

に係

る審

議の

期間 
 

別表 

名称 担任する事項 定数 任期 

南 相 馬

市 特 別

職 報 酬

等 審 議

会 

議員報酬及び政務活

動費の額並びに市長、

副市長及び固定資産

評価員の給料の額に

ついて審議すること。 

10人 当該

諮問

に係

る審

議の

期間 
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 【特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正】 

改正後 改正前 

（重複給与の禁止） 

第５条 市長、副市長、教育長、固定資産評価

員及び一般職の職員が特別職の職を兼ねるとき

は、その兼ねる特別職として受けるべき報酬は

支給しない。 

【別表関係】 

（重複給与の禁止） 

第５条 市長、副市長、固定資産評価員及び

一般職の職員が特別職の職を兼ねるときは、

その兼ねる特別職として受けるべき報酬は

支給しない。 

【別表関係】 

区 分 報 酬 費用弁償 

教育委員会委員 
年額 

400,000円 
3,000円 

 

区 分 報 酬 費用弁償 

教育委

員会 

委員長 
年額 

580,000円 
3,000円 

委員 
年額 

400,000円 
 

 
【南相馬市職員の退職手当に関する条例の一部改正】 

改正後 改正前 

（適用範囲） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、

市職員（特別職の職員の給与に関する条例

（平成18年南相馬市条例第40号）の適用を

受ける者、南相馬市職員の給与に関する条例

（平成18年南相馬市条例第47号）の適用を

受ける者（地方公務員法（昭和 25年法律第

261号。以下「法」という。）第28条の４第

１項、第28条の５第１項又は第28条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用され

た者を除く。以下「職員」という。））が退職

した場合に、その者（死亡による退職の場合

は、その遺族）に支給する。 

（適用範囲） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、市

職員（特別職の職員の給与に関する条例（平成

18年南相馬市条例第40号）の適用を受ける者、

教育長、南相馬市職員の給与に関する条例（平

成18年南相馬市条例第47号）の適用を受ける

者（地方公務員法（昭和 25年法律第 261号。

以下「法」という。）第28条の４第１項、第28

条の５第１項又は第 28条の６第１項若しくは

第２項の規定により採用された者を除く。以下

「職員」という。））が退職した場合に、その者

（死亡による退職の場合は、その遺族）に支給

する。 

 
（３） 給与等の勤務条件関係 

   教育公務員特例法第１６条第２項において「教育長の給与、勤務時間その他 
の勤務条件については、他の一般職に属する地方公務員とは別個に、当該地方

公共団体の条例で定める」との規定が削除され、これに伴い、教育長に対する

給与等の支給根拠は、特別職の職員の支給を規定した地方自治法第２０４条と

なることから、次の条例を改正するもの。 
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【特別職の職員の給与に関する条例の一部改正】 

改正後 改正前 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市長、副市長、教育長及

び固定資産評価員（以下「市長等」という。）

の給与及び旅費の支給に関し必要な事項を定

めるものとする。 

別表（第２条関係） 

区分 給料月額 

市長 1,000,000円 

副市長 790,000円 

教育長 720,000円 

固定資産評価員 720,000円 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市長、副市長及び固定

資産評価員（以下「市長等」という。）の給

与及び旅費の支給に関し必要な事項を定め

るものとする。 

別表（第２条関係） 

区分 給料月額 

市長 1,000,000円 

副市長 790,000円 

固定資産評価員 720,000円 
 

 
【教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正】 

改正後 改正前 

教育長の勤務時間その他の勤務条件に関

する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、南相馬市教育委員会の教育

長の勤務時間その他の勤務条件に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に

関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教育公務員特例法（昭和

24年法律第１号）第16条第２項の規定によ

り、南相馬市教育委員会（以下「教育委員会」

という。）の教育長の給与、勤務時間その他

の勤務条件に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（給与） 

第２条 教育長の給料は、月額72万円とする。
ただし、教育委員会の委員の報酬は支給しな

い。 
２ 教育長には、前項に定める給料のほか、南

相馬市職員の給与に関する条例（平成18年南

相馬市条例第47号）の適用を受ける市職員

（以下「市職員」という。）の例により通勤

手当及び期末手当を支給する。この場合にお

いて、期末手当の額は、給料月額及びその額

に100分の20を超えない範囲内で市長が別に

定める割合を乗じて得た額の合計額に、６月
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（勤務時間その他の勤務条件） 

第２条 【略】 

に支給する場合においては100分の150、12

月に支給する場合においては100分の155を

乗じて得た額に、その支給割合を乗じて得た

額とする。 

（旅費） 

第３条 教育長が公務のため旅行したときは、

南相馬市職員等の旅費に関する条例（平成18

年南相馬市条例第50号）に定める旅費を支給

する。 

（支給方法） 

第４条 第２条に定める給与の支給方法につ

いては、市職員の例による。 

（勤務時間その他の勤務条件） 

第５条 【略】 

 
（４） その他 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、旧法第１７条 
条等が削られ、条項移動が生じることから、法の条項を引用している次の条例

を改正するもの。 
・南相馬市教育委員会事務局の指導主事の給与に関する条例の一部改正 

  ・南相馬市教育事務の職務権限の特例に関する条例の一部改正 
 
３ 施行日  平成２７年４月１日 

 
４ 経過措置 

 現在の教育長は、施行の日以後であっても、委員としての任期が満了するまでの

日までの間は、在職するものとする。 
 

 

議案第２７号 南相馬市下水道条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

  下水道法施行令の一部を改正する政令の施行に伴い、除害施設の設置等が必要と

なる水質の基準項目等を定めるため、必要な改正を行うもの。 
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【主な内容】 

１ 改正の概要 

  下水道法施行令の改正に伴い、公共下水道へ下水を排水するにあたって除害施設

の設置等が必要となる水質の基準項目に「1，4－ジオキサン」が追加され、また「カ

ドミウム及びその化合物」に係る排水基準が現行１リットルにつき0.1ミリグラム

以下を0.03ミリグラム以下に変更されたため改正するもの。（第２３条関係） 

改正後 改正前 

(1) カドミウム及びその化合物 １リット
ルにつきカドミウム0.03ミリグラム

以下【排水基準の変更】 

 

(27)1，4－ジオキサン １リットルにつき

0.5ミリグラム以下【新規追加】 

(1)カドミウム及びその化合物 １リッ

トルにつきカドミウム0.1ミリグラム

以下 

 

２ 施行日 公布の日 

 

≪補正予算関係≫ 

 

議案第２８号 

 

議案第２９号 

 

議案第３０号 

 

議案第３１号 

 

議案第３２号 

 

議案第３３号 

 

議案第３４号 

 

 

議案第３５号 

 

議案第３６号 

 

議案第３７号 

 

議案第３８号 

 

 

平成２６年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市育英資金貸付特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市簡易水道事業特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市農業集落排水事業特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計補正予算につい

て 

 

平成２６年度南相馬市太田財産区特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市病院事業会計補正予算について 
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議案第３９号 

 

議案第４０号 

平成２６年度南相馬市工業用水道事業会計補正予算について 

 

平成２６年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 

 

≪当初予算関係≫ 

議案第４１号 

 

議案第４２号 

 

議案第４３号 

 

議案第４４号 

 

議案第４５号 

 

議案第４６号 

 

議案第４７号 

 

 

議案第４８号 

 

議案第４９号 

 

議案第５０号 

 

議案第５１号 

 

議案第５２号 

 

議案第５３号 

 

議案第５４号 

 

議案第５５号 

 

議案第５６号 

平成２７年度南相馬市一般会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市国民健康保険特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市介護保険特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市育英資金貸付特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市簡易水道事業特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市介護サービス事業特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計予

算について 

 

平成２７年度南相馬市農業集落排水事業特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市工場用地等整備事業特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市太田財産区特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市後期高齢者医療特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市宅地造成事業特別会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市水道事業会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市病院事業会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市工業用水道事業会計予算について 

 

平成２７年度南相馬市下水道事業会計予算について 
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≪その他≫ 

議案第５７号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

平成２６年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約

内容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処

分に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 みちのく鹿島球場災害復旧改修工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市鹿島区岡和田字沢田８８番地 
後藤建設工業株式会社 

施 工 場 所 南相馬市鹿島区南右田字榎内地内 

契

約

金

額 

変更前 ２１１，１４０，０００円 

変更後 ２２７，２７９，５２０円 

増額する額  １６，１３９，５２０円 

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 盛土スタンド工 

現地精査並びに残土処分先の決定による変更 

     ＜変更前＞  ＜変更後＞  ＜増減＞ 

表土剥ぎ 728.0㎥   485.3㎥   242.7㎥減 

機械盛土 442.6㎥   295.1㎥   147.5㎥減 

人力盛土 285.4㎥   190.2㎥    95.2㎥減 

購入土  941.6㎥   645.4㎥   296.2㎥減 

残土運搬 Ｌ＝10㎞   Ｌ＝3km    Ｌ＝7㎞減 

⑵ グラウンド工 

残土処分先の決定並びに現地精査による変更 

       ＜変更前＞  ＜変更後＞ ＜増減＞ 

残土運搬    Ｌ＝10㎞ Ｌ＝3km  Ｌ＝7㎞減 

グラウンド付帯工 

HR識別マット   0本   96本   96本増 

グラウンド内排水工 

 側溝蓋（新設） 373枚   435枚   62枚増 

⑶ 外構工 

隣接する林地に住宅が建築されたことに伴い、住宅防

護に必要な工種を追加 

        ＜変更前＞  ＜変更後＞ ＜増減＞ 
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防球ネット(新設)Ｌ＝0m  Ｌ＝36m  Ｌ＝36m増 

⑷ 舗装工 

現地精査により必要な工種を追加 

        ＜変更前＞  ＜変更後＞ ＜増減＞ 

インターロッキング舗装工 

（高圧洗浄）   0㎡   555.4㎡ 555.4㎡増 

⑸ 付帯工 

現地精査により必要な工種を追加 

        ＜変更前＞  ＜変更後＞ ＜増減＞ 

躯体目地補修   0箇所   35箇所 35箇所増 

 

 

議案第５８号 財産の取得について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に

より議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

取 得 の 目 的 防災集団移転促進事業移転促進区域（南右田地区） 

取得する土地の表示 

所在地など 

南相馬市鹿島区南右田字西畑７番１ 

など計１８筆 

明細は別紙１のとおり 

Ｐ３８ 

合 計 １７，１８９．４８㎡ 

取 得 予 定 価 格 ４１，１８７，３８２円 

取 得 の 方 法 随意契約 

取 得 の 相 手 方  
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議案第５９号 財産の取得について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に

より議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

取 得 の 目 的 防災集団移転促進事業移転促進区域（南右田地区） 

取得する土地の表示 

所在地など 

南相馬市鹿島区南右田字高畑１３２

番など計９筆 

明細は別紙２のとおり 

Ｐ３９ 

合 計 １３，４８０．９２㎡ 

取 得 予 定 価 格 ２０，２９８，７６４円 

取 得 の 方 法 随意契約 

取 得 の 相 手 方  

 
 

議案第６０号 財産の取得について 

【趣旨】 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定に

より議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

取 得 の 目 的 防災集団移転促進事業移転促進区域（下渋佐地区） 

取得する土地の表示 

所在地など 

南相馬市原町区下渋佐字赤沼３２０番 

など計４筆 

明細は別紙２のとおり

Ｐ３９ 

合 計 ５，９８７㎡ 

取 得 予 定 価 格 ２４，１３５，７３０円 

取 得 の 方 法 随意契約 

取 得 の 相 手 方  
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議案第６１号 損害賠償の額の決定について 

【趣旨】 

医療過誤により損害を与えた相手方に、損害賠償の額を賠償するため、地方公営

企業法第４０条第２項及び南相馬市病院事業の設置等に関する条例第７条の規定

により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 損害を賠償する相手方の住所及び氏名 

 
  
２ 損害賠償の額 

    １，９８７，９８２円 
     うち保険等により補てんされる額 １，９８７，９８２円 
     市が自ら負担する額               ０円 
 
３ 概要 

  本件は、平成１５年１０月２１日左肘外傷にて受診した際、市立総合病院の担当

医が左橈骨頭脱臼を見落とし、捻挫と誤診。経過観察後、同年１２月３日の診察で

脱臼と気づき、同年１２月１６日観血的整復術を施行したが、可動域制限の障害が

残った。 
  平成１７年５月１６日、患者は当時９歳で成長期にあり、今後長期にわたり経過

観察が必要なことから、今後の治療が終了した時点で慰謝料等を確定することの示

談をした。 
  平成２３年１月５日、症状が固定し、治療が終了したことから平成２７年２月１

３日に示談を取り交わしたものである。 
 
 
 

  【進捗状況】筆数ベース（２０km圏外）        （２月１０日現在） 
区 分 対象筆数 契約完了筆数 割合 

鹿 島 区 ２，２４５ １，９１４ ８５．３％ 
原 町 区 ２，４３８ ２，０４３ ８３．８％ 
合 計 ４，６８３ ３，９５７ ８４．５％ 

   ※今後、相続など共有持ち分により対象筆数が増減する。 
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議案第６２号 市道路線の認定及び変更について 

【趣旨】 

道路法第８条第２項及び第１０条第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 概要 

（１）認定 

 鹿島区 １９路線 Ｌ＝１，９４０ｍ 
 原町区 ４０路線 Ｌ＝５，４３６.６ｍ 
  計  ５９路線 Ｌ＝７，３７６.６ｍ 
（２）変更 

  原町区  １路線 Ｌ＝２２ｍ 
  ※認定及び変更は、防災集団移転促進事業によるもの。 

【主な内容】 

① 鹿島区 
内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

認定路線 

中４３７号線 140.0m 6.0m～11.0m 
中４３８号線 106.0m 6.0m～13.0m 
中４３９号線 174.0m 6.0m～13.0m 
中４４０号線 169.0m 6.0m～13.0m 
中４４１号線 57.0m 6.0m～13.0m 
中４４２号線 86.0m 6.0m～13.0m 
中４４３号線 66.0m 6.0m～13.0m 
中４４４号線 60.0m 2.0m（歩道） 
中４４５号線 55.0m 2.0m（歩道） 
中４４６号線 218.0m 6.0m～11.4m 
中４４７号線 55.0m 6.0m～13.0m 
中４４８号線 58.0m 2.0m（歩道） 
中４４９号線 58.0m 2.0m（歩道） 
中４５０号線 98.0m 6.0m～12.0m 
中４５１号線 126.0m 6.0m～13.0m 
中４５２号線 121.0m 6.0m～13.0m 
中４５３号線 78.0m 2.0m（歩道） 
中４５４号線 158.0m 6.0m～11.4m 
中４５５号線 57.0m 6.0m～13.0m 
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② 原町区 
内 容 路 線 名 総延長 幅 員 

認定路線 

金沢住宅団地１号線 95.3m 6.0m～13.0m 
金沢住宅団地２号線 66.8m 6.0m～13.0m 
金沢住宅団地３号線 114.5m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地１号線 598.0m 6.0m～11.4m 
小川町住宅団地２号線 126.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地３号線 48.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地４号線 48.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地５号線 77.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地６号線 82.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地７号線 63.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地８号線 141.0m 6.0m～13.0m 
小川町住宅団地９号線 159.0m 7.0m（歩道） 
小川町住宅団地１０号線 28.0m 3.0m（歩道） 
小川町住宅団地１１号線 48.0m 3.0m（歩道） 
小川町住宅団地１２号線 27.0m 3.0m（歩道） 
小川町住宅団地１３号線 80.0m 3.0m（歩道） 
小川町住宅団地１４号線 31.0m 3.0m（歩道） 
小川町住宅団地１５号線 22.0m 3.0m（歩道） 
北原住宅団地１号線 413.0m 6.0m～13.0m 
北原住宅団地２号線 120.0m 6.0m～13.0m 
北原住宅団地３号線 42.0m 6.0m～13.0m 
北原住宅団地４号線 120.0m 3.0m（歩道） 
北原住宅団地５号線 90.0m 3.0m（歩道） 
上渋佐住宅団地１号線 669.0m 6.0m～13.0m 
上渋佐住宅団地２号線 42.0m 6.0m～13.0m 
上渋佐住宅団地３号線 291.0m 6.0m～13.0m 
上渋佐住宅団地４号線 172.0m 6.0m～13.0m 
上渋佐住宅団地５号線 196.0m 6.0m～13.0m 
北萱浜住宅団地１号線 108.0m 6.0m～11.4m 
北萱浜住宅団地２号線 219.0m 6.0m～11.4m 
北萱浜住宅団地３号線 57.0m 6.0m～13.0m 
北萱浜住宅団地４号線 57.0m 6.0m～13.0m 
北萱浜住宅団地５号線 119.0m 6.0m～13.0m 
萱浜住宅団地１号線 170.0m 6.0m～13.0m 
萱浜住宅団地２号線 63.0m 6.0m～13.0m 
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萱浜住宅団地３号線 85.0m 6.0m～11.4m 
萱浜住宅団地４号線 124.0m 6.0m～13.0m 
本陣前住宅団地１号線 255.0m 6.0m～13.0m 
本陣前住宅団地２号線 85.0m 6.0m～13.0m 
本陣前住宅団地３号線 85.0m 6.0m～13.0m 

変更路線 
変更前 

東町小川町線 
312.4m 6.3m～8.2m 

変更後 334.4m 6.3m～13.0m 
 
 

議案第６３号 
南相馬方部障がい程度判定審査会共同設置規約の変更に関する協

議について 

【趣旨】 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部改正により、

同法で用いる用語が改められたことに伴い、規約で引用する法律の用語の変更につ

いて、地方自治法第２５２条の７第３項の規定により議会の議決を求めるもの。 
 
【主な内容】 
１ 改正内容 

規約中に引用する用語を、次のように改めるもの。（題名、第２条関係） 

【改正前】      【改正後】 

    障がい程度  ⇒  障がい支援区分 

 

２ 施行日 平成２７年４月１日 

 
 

報告第２号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 
 

【専決第３号 工事請負変更契約の締結について 平成２７年２月９日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２６年第６回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成２７年２月９日付けで専決処分したもの。 
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２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 西川原第二災害公営住宅建設建築主体工事 
施 工 場 所 南相馬市鹿島区寺内字中才地内 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区青葉町一丁目１番地 

庄司建設工業株式会社 

契

約

金

額 

変 更 前 ６５５，５６０，０００円 

変 更 後 ６６２，６０４，８４０円 

増額する額 ７，０４４，８４０円  

 

○主な変更内容 

 項  目 内  容 

 杭事業工事 

杭事業工事を実施するに当たり、当初設計より地質の支

持層が深い箇所に存在することが判明したため、杭の長

さの不足を補うための変更 

・杭の総数２５６本中、長さが不足する杭６１本 

・杭の長さ：当初４．５ｍ～９．０ｍ、追加する杭の長

さ１．０ｍ～２．５ｍ 

 

【専決第４号 工事請負変更契約の締結について 平成２７年２月１０日専決】 

１ 専決処分の理由 

平成２６年第６回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契

約内容の一部に変更が生じたため、平成２７年２月１０日付けで専決処分したも

の。 

２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 除染対策事業交付金表土改善（北泉海浜総合公園）工事 

施 工 場 所 南相馬市原町区北泉字地蔵堂地内外 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区栄町一丁目１５番地 

株式会社諸井緑樹園 

契

約

金

額 

変 更 前 １７２，８００，０００円 

変 更 後 １６５，３１７，７６０円 

減額する額 ７，４８２，２４０円  
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○主な変更内容 

 項  目 内  容 

⑴ 線量測定箇所の増 
放射線の事前事後測定地点の増加 

当初９６５測点を１，４０２測点に変更 

⑵ 
洗浄・表土剥ぎ取

り 

舗装部の放射線の事前測定を行い、除染基準（0.23μ

Sv/hr）より下回った箇所があったため、除染洗浄を減少。 

＜変更前＞ ＜変更後＞  ＜増減＞ 

舗装部洗浄   0.56ha   0.37ha   0.19ha減 

表土剥ぎ取り 4.91ha   4.87ha   0.04ha減 

排水路洗浄  0.08ha   0.04ha   0.04ha減 

構造物洗浄 

  擬木柵  987.3m   316.3m    671.0m減 

  構造物   50個   48個     2個 減 

  集水枡    0個   45個    45個 増 

 

【専決第５号 損害賠償の額の決定及び和解について 平成２７年２月１８日専決】 

１ 損害を賠償し和解する相手方の住所及び氏名 

 

２ 損害賠償の額 

    ６１２，７１０円 
     うち保険等により補てんされる額 ６１２，７１０円 
     市が自ら負担する額             ０円 
 

３ 損害賠償の理由及び和解の内容 

平成２６年３月２７日午後２時３５分頃、原町区大町二丁目地内の県道原町川

俣線において、公用車が渋滞のため一旦停止後に発進した際、公用車前方部が相

手方車両後方部に衝突し、相手方に身体的損害（頭部打撲、頸椎捻挫）を与えた

ものである。 
損害賠償の額は上記のとおりとし、各当事者とも将来にわたり一切の異議申立

て、請求、訴訟等は行わないことで和解する。 
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別紙１ 

議案第５８号 財産の取得について 

防災集団移転促進事業 移転促進区域（南右田地区）取得明細書 

番号 所在地 地目 面積(㎡) 

1 南相馬市鹿島区南右田字西畑７番１ 山林 1,121 

2 南相馬市鹿島区南右田字西畑８番 宅地 1,600.48 

3 南相馬市鹿島区南右田字西畑９番 雑種地 126 

4 南相馬市鹿島区南右田字西畑１０番 畑 640 

5 南相馬市鹿島区南右田字西畑１１番 雑種地 136 

6 南相馬市鹿島区南右田字西畑１２番 山林 170 

7 南相馬市鹿島区南右田字西畑１４番１ 畑 1,185 

8 南相馬市鹿島区南右田字西畑１５９番 畑 540 

9 南相馬市鹿島区南右田字西畑１６０番 畑 146 

10 南相馬市鹿島区南右田字西畑１６１番 畑 771 

11 南相馬市鹿島区南右田字西畑１６２番 雑種地 61 

12 南相馬市鹿島区南右田字西畑１６３番 田 2,748 

13 南相馬市鹿島区南右田字蛭田１０１番 田 1,922 

14 南相馬市鹿島区南右田字蛭田１０４番 田 549 

15 南相馬市鹿島区南右田字踏切１１９番 田 3,138 

16 南相馬市鹿島区南右田字谷地５０番１ 山林 73 

17 南相馬市鹿島区南右田字谷地５１番 畑 570 

18 南相馬市鹿島区南右田字谷地５７番１ 田 1,693 

合計(㎡) 17,189.48 
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別紙２ 

議案第５９号 財産の取得について 

防災集団移転促進事業 移転促進区域（南右田地区）取得明細書 

番号 所在地 地目 面積(㎡) 

1 南相馬市鹿島区南右田字高畑１３２番 畑 505 

2 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内８２番 宅地 1,343.92 

3 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内８３番 宅地 245 

4 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内１４１番 田 3,008 

5 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内１４２番 田 2,998 

6 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内１４３番 田 2,253 

7 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内１４５番 畑 637 

8 南相馬市鹿島区南右田字中ノ内１５８番 畑 202 

9 南相馬市鹿島区南右田字前畑８９番 田 2,289 

合計(㎡) 13,480.92 
 
 

 

議案第６０号 財産の取得について 

防災集団移転促進事業 移転促進区域（下渋佐地区）取得明細書 

番号 所在地 地目 面積(㎡) 

1 南相馬市原町区下渋佐字赤沼３２０番 雑種地 2,178 

2 南相馬市原町区下渋佐字赤沼３２１番 雑種地 3,008 

3 南相馬市原町区下渋佐字赤沼３３３番 雑種地 604 

4 南相馬市原町区下渋佐字赤沼３３７番 雑種地 197 

合計(㎡) 5,987 
 

 


